
貸 借 対 照 表
令和７年

　

３月３１日

学校法人

　

常陽学園
（単位

　

円）

資 産 の 部
科

　　　　　　　　

目 本 年 度 末 前 年 度 末 増

　　　　

減

固定資産 （

　　　　　

３，８４５，０３７，８００） （

　　　　　

３，９１５，５７５，８３２） （△

　　　　　　

７０，５３８，０３２）

有形 固定 資産 （

　　　　　

３，６２８，４７１，３８４） （

　　　　　

３，６９４，９８６，９０６） （△

　　　　　　

６６，５１５，５２２）

土

　　　　　　

地 １，４１４，４９８，４３３ １，４１４，４９８，４３３ Ｏ

建

　　　　　　

物 １，６７３，０４１，０９８ １，７５７，８４５，６８７ △

　　　　　　　　

８４，８０４，５８９

構

　　

築

　　

物 １９，２１０，５２７ ２４，８６４，６１４ △

　　　　　　　　

５，６５４，０８７

教育研究用機器備品 ３０２，４９２，９０９ ２８７，７９０，２９１ １４，７０２，６１８

管理用機器備品 ５，１５１，４７８ １，７１９，５５０ ３，４３１，９２８

図

　　　　　

書 ２１４，０７６，９３９ ２０８，２６８，３３１ ５，８０８，６０８

特

　

定

　

資

　

産 （

　　　　　　

１７５，７１４，０３２） （

　　　　　　

１７５，６４６１０９）（

　　　　　　　　　

６７，９２３）

退職給与引当特定資産 １７５，７１４，０３２ １７５，６４６，１０９ ６７，９２３

その他の固定資産 （

　　　　　　　

４０，８５２，３８４） （

　　　　　　　

４４，９４２，８１７）（△

　　　　　　　

４，０９０，４３３）

電 話 加 入 権 ６９６，３８４ ６９６，３８４ Ｏ

長 期 貸 付 金 ４，９８０，０００ ６，２２７，５００ △

　　　　　　　　

１，２４７，５００

商

　　

標

　　

権 ２８９，１２３ ３７４，５７６ △

　　　　　　　　　　

８５，４５３

保

　　

証

　　

金 ２８，８６９，６５７ ２８，８６９，６５７ Ｏ

ソフトウェア ５，９０７，２２０ ８，６６４，７００ △

　　　　　　　　

２，７５７，４８０

出

　　

資

　　

金 １１０，０００ １１０，０００ Ｏ

流動資産 （

　　　　　

１，１９４，６５５，９１５） （

　　　　　

１，１６１，６４０，０５４） （

　　　　　　　

３３，０１５，８６１）

現

　

金

　

預

　

金 １，１７２，７６１，０２７ １，１１５，８４１，９７８ ５６，９１９，０４９

未

　

収

　

入

　

金 ９，０４７，５２６ ３４，２３６，５７８ △

　　　　　　　　

２５，１８９，０５２

短 期 貸 付 金 １，７１２，５００ １，６０４，５００ １０８，０００

前

　　

払

　　

金 １１，０７１，６４７ ９，７３６，９９８ １，３３４，６４９

立

　　

替

　　

金 ６３，２１５ ２２０，０００ △

　　　　　　　　　

１５６，７８５

資産の部合計 （

　　　　　

５，０３９，６９３，７１５） （

　　　　　

５，０７７，２１５，８８６） （△

　　　　　　

３７，５２２，１７１）

負 債 の 部
科

　　　　　　　　

目 本 年 度 末 前 年 度 末 増

　　　　

減

固定負債 （

　　　　　　　

８７３，８６８，３２７） （

　　　　　　　

９０３，０５８，６３９）（△

　　　　　　

２９，１９０，３１２）

長 期 借 入 金 ５７３，４０８，４９３ ６１０，０８３，０２９ △

　　　　　　　　

３６，６７４，５３６

退職給与引当金 ２６８，８５８，０００ ２６９，２６５，０００ △

　　　　　　　　　　

４０７，０００

長 期 未 払 金 ３１，６０１，８３４ ２３，７１０，６１０ ７，８９１，２２４

流動負債 （

　　　　　

１，００７，１３７，８１４） （

　　　　　

１，０４５，８３７，９０６） （△

　　　　　　

３８，７００，０９２）

短 期 借 入 金 ３６，８１８，５９７ ４０，４９９，９８０ △

　　　　　　　　

３，６８１，３８３

未

　　

払

　　

金 １３３，２０２，３４６ １１１，６５６，５５６ ２１，５４５，７９０

前

　　

受

　　

金 ７６８，１９９，７８０ ８０７，７９５，０００ △

　　　　　　　　

３９，５９５，２２０

預

　　

り

　　

金 ６８，９１７，０９１ ８５，８８６，３７０ △

　　　　　　　

１６，９６９，２７９

負債の部合計 （

　　　　　

１，８８１，００６，１４１） （

　　　　　

１，９４８，８９６，５４５） （△

　　　　　　

６７，８９０，４０４）

純 資 産 の 部
科

　　　　　　　　

目 本 年 度 末 前 年 度 末 増

　　　　

減

基本金 （

　　　　　

５，５４１，５０１，８９２） （

　　　　　

５，５２４，５６０，６６８） （

　　　　　　　

１６，９４１，２２４）

第１号

　

基本金 ５，３９０，５０１，８９２ ５，３７３，５６０，６６８ １６，９４１，２２４

第４号

　

基本金 １５１，０００，０００ １５１，０００，０００ Ｏ

繰越収支差額 （△

　　　　

２，３８２，８１４，３１８） （△

　　　　

２，３９６，２４１，３２７） （

　　　　　　　

１３，４２７，００９）

翌年度繰越収支差額 △

　　　　　　

２，３８２，８１４，３１８ △

　　　　　　

２，３９６，２４１，３２７ １３，４２７，００９

純資産の部合計 （

　　　　　

３，１５８，６８７，５７４） （

　　　　　

３，１２８，３１９－，３４１） （

　　　　　　　

３０，３６８，２３３）

負債及び純資産の部合計 （

　　　　　

５，０３９，６９３，７１５） （

　　　　　

５，０７７，２１５，８８６） （△

　　　　　　

３７，５２２，１７１）

１． 重要な会計方針

（１） 引当金の計上基準

　

徴収不能引当金

　　

未収入金の徴収不能に備えるため、 個別に見積もった徴収不能の見込み額を計上している。

　

退職給与引当金

　　

退職金の支給に備えるため、期末要支給額２６８，８５８，０００円の１００％を計上している。

（２） その他の重要な会計方針

　

預り金その他経過項目に係る収支の表示方法

　　

預り金に係る収入と支出は相殺して表示している。

－ １７

　

－



２． 重要な会計方針の変更等

　

該当なし

３． 減価償却額の累計額の合計額

２，４０７，０２３，１９８円

４． 徴収不能引当金の合計額

５，２９７，３００円

５． 担保に供されている資産の種類及び額

　　

担保に供されている資産の種類及び額は次のとおりである。

土地

　　　　　　　

１，３００，３０７，１３６円

建物 ５０４，５３７，８２７円

６． 翌年度以後の会計年度において基本金への組入れを行うこととなる金額

６５１，８８５，４１７円

７． 当該会計年度の末日において第４号基本金に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

　　

第４号基本金に相当する資金を有しており、 該当しない。

８． その他財政及び経営の状況を正確に判断するために必要な事項

　　

（１） 関連当事者との取引

　　　

関連当事者との取引の内容は、 次のとおりである。 （単位：円）

属性 役員、 法人
等の名称 住所

資本金ま
たは出資

金
事業内容
又は職業

議決権
の所有
割合

関係内容
取引の内

容 取引金額 勘定
科目

期末
残高役員の

兼任等
事業上
の関係

理事 松崎

　

勝 顧問弁護
士

顧問弁護
士報酬
（注１）

１，３２０，０００

（注１） 顧問報酬料の支払いについては、 市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定している。

－ １８

　

－


